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国民生活基礎調査におけるオンライン調査の取組について

資料３－２



１．オンライン調査導入の背景
２０２２（令和４）年国民生活基礎調査の統計委員会答申課題として、オンライン調査の導入効果の検証等が課題
とされた。

① 新型コロナウイルス感染症の拡大防止の観点から、令和３年調査において、郵送回収の要件を緩和しているが、
その効果の検証を行い、令和５年調査に向けて、郵送回収の要件の緩和を検討

② 令和４年調査において一部の都道府県においてオンライン調査を導入し、課題等の整理を行いつつ、
令和５年調査において全面的な導入

③ 令和３年調査から、調査対象者や調査員からの照会についてコールセンターを設置

以上のとおり、新型コロナウイルス感染症の流行下においても、調査に伴う負担軽減やこれらの取組については、今後も継
続的に実施されるとともに、後記３（３）記載のとおり、効果の検証等を行うことが必要

回収率の向上、保健所を始めとする地方公共団体や調査対象者の報告負担が、ともに大きいとの指摘を受け、
次の①から③の取組を説明し、（３）の答申課題となった。

令和４年答申課題

上記、①～③に記載した取組について、その実施状況や、効果・影響について検証し、回収率向上に向けた更なる取組の必
要性について検討すること。

特に、令和４年調査から段階的に導入するオンライン調査については、①全国導入に向けた課題を整理しつつ、
必要な改善を行い、令和５年調査において、全国導入を図るとともに、②調査の実施を受けて、例えば、地域
別・世帯属性別に、どのような世帯がオンライン回答を行う傾向が強いのか等、オンライン導入に伴う結果
への影響を分析し、導入効果の検証を行うこと。

（３）回収率向上に向けた取組の効果検証等
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２．令和４年調査の実施状況
令和４年調査については、世帯票・健康票・介護票は６月２日を、所得票・貯蓄票は７月14日を調査
日として実施。所得票等は調査中のため、本日は、世帯票の回収状況を中心にご報告。

○本調査は、令和元年調査企画に係る統計委員会の答申において、若年・単身層の回収率向上の観点から
オンライン調査の導入が求められ、令和４年調査において、若年・単身層の多い埼玉県・東京都・神奈川
県・愛知県・大阪府の５都府県で、先行的に実施

○政府統計共同利用型のオンライン調査システム（（独）統計センターが運用管理）を利用

○電子調査票は、パソコン（PC）版とスマートフォン（SP）版の２種類（html形式）を用意
（Ｐ８参照）

○調査日：令和４年６月２日（木）

○回答可能期間：令和４年５月２５日（水）～６月３０日（木）

○世帯への配布は、紙の調査票とオンライン回答するための利用者情報（調査対象者ID・初期パスワー
ド）を同時に配布

○調査員が配布時にオンライン回答を推奨

令和４年オンライン調査（世帯票）の概要
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３．令和4年オンライン調査の実施状況（世帯票） ※暫定値
・オンラインによる回答の提出状況については、以下のとおり。

・土日や回答可能期間の初日に回答が集中する傾向があり、都府県別にみても同様な傾向となっている。

オンライン提出状況（日ごとの分布）

オンライン提出状況（PC・SP別）

ＰＣ版：５，６０３件
ＳＰ版：５，３８３件

オンライン提出状況（都府県別）

埼玉県：１，９２７件 愛知県：１，７８４件
東京都：２，２５８件 大阪府：２，１１０件
神奈川県：２，９０７件
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４．オンライン調査の導入に向けた取組

全国導入を円滑に実施するためには、自治体への支援・負担軽減が大事
○従来より、自治体からは、オンライン調査の導入による新たな負担増を減らしてほしい、業務をわかりやすく
してほしいとの要望があった
～ 令和４年の取組 ～
→ 保健所・福祉事務所等がオンライン調査システムを利用するにあたり必要となる作業の一部（利用

機関ごとのコードの設定）について、厚生労働省が代替して実施
→ 保健所・福祉事務所がオンライン回答の受付状況を確認しやすくするため、調査地区・世帯番号ごとの

回答件数を集計するツールを開発・配布
～ 新たに検討中の取組 ～
→ 調査員からの問合せ対応への負担軽減策として、調査員が自らオンライン回答の受付状況を確認できる

仕組みを検討中
→ 所得・貯蓄票調査終了後、速やかに先行導入した５都府県にアンケート等を実施し、令和５年に向けて

更なる改善ができないか検討

回答を断念させない工夫が大事
○IDやパスワードの誤入力によりログインできない
→ 調査員やコールセンターでの支援を引き続き行うとともに、調査用品に記載されたIDやパスワードの

文字（Ｐ７①参照）のポイントを大きくするなど、見やすさの工夫、改善
○回答期限がわからない
→ 調査用品に記載された回答期限（Ｐ７②参照）について、文字のポイントを大きくするなど、認識

しやすいよう改善 ４



５．オンライン調査の導入に関する検討経緯／現在～今後の取組
令和７年の大規模調査年の企画に向け、令和４年及び令和５年調査の実施を踏まえた課題の把握と対応
方針の整理等を行う。なお、令和５年調査から取り組める課題については、速やかに対応。

現在の取組

令和４（2022）年調査の実施
（オンライン調査の一部先行導入）

〇５都府県（埼玉県・東京都・神奈川県・愛知県・大阪府）
でオンライン調査の先行導入

〇令和５年の全国導入に向け、令和４年調査の実施を
踏まえた課題の把握及び対応方針の整理、必要な改善を
実施

今後の取組

令和５（2022）年調査の実施
（オンライン調査の全国導入）

〇全都道府県においてオンライン調査を
導入

〇令和５年調査の実施を踏まえた課題の
把握及び対応方針の整理、必要な改善

オンライン調査の導入に伴う結果
への影響分析・導入効果の検証

〇令和４・５年調査の調査結果を踏ま
えた地域別・世帯属性別など、どの
ような世帯がオンライン回答を行う
傾向が強いのか等、オンライン調査
の導入に伴う結果への影響を分析し
導入効果を検証
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（中略）報告者に多様な報告方法を提供することにより、回収率の向上を図る観点からは、特に回収率が低いと確認された若年世帯及び単独世帯に対する効果的な調査方法と
考えられる、スマートフォンを含むオンライン調査の導入に向け、2022年調査を目標とした、検討の工程表を2019年年央までに作成し、その工程表に則り、調査系統及び
調査時期との関係や現行の５種類ある調査票の再編など調査計画全体の見直しも含めて検討することが必要である。

諮問第１１８号の答申 国民生活基礎調査の変更について（平成３０年１２月１７日）

本ＷＧにおいて、調査系統及び調査時期との関係や現行の５種類ある調査票の再編など調査計画全体の見直しも含め検討を行った結果、現行の調査方法を基本としつつ令和４
年（2022年）からオンライン調査を導入すること。ただし、５種類の調査票を用いて、年２回、保健所又は福祉事務所と異なる機関を経由して調査を実施するという本調査の
特殊性を考慮すると、予見できない要素によるリスクも考えられるため、令和４年（2022年）調査は、一部の調査地区から先行的に導入することが妥当とされた。

国民生活基礎調査の改善に関するワーキンググループ（令和元年6月21日設置）

令和４年調査から段階的に導入するオンライン調査については、①全国導入に向けた課題を整理しつつ、必要な改善を行い、令和５年調査において、全国導入を図るとともに、
②調査の実施を受けて、例えば、地域別・世帯属性別に、どのような世帯がオンライン回答を行う傾向が強いのか等、オンライン導入に伴う結果への影響を分析し、導入効果
の検証を行うこと。

諮問第152号の答申 国民生活基礎調査の変更について（令和3年７月30日）

検
討
経
緯
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（参考１）国民生活基礎調査の概要

調査の概要

 昭和61年を初回として３年ごとに大規模調査を、その中間年には簡易調査を実施（令和４年調査は第13回目の大規模調査）

 全国の世帯及び世帯員
【大規模調査】
・ 世帯票・健康票 約27万7000世帯（約66万1000人）
・ 介護票 約6000人
・ 所得票・貯蓄票 約５万世帯（約12万0000人）
【簡易調査】
・ 世帯票 約５万5000世帯（約13万8000人）
・ 所得票 約１万3000世帯（約３万1000人）

調
査
事
項

 世帯票：世帯及び世帯員に関する基本的事項
（簡易調査では調査事項を縮減）

 健康票：世帯員の健康状態等
 介護票：世帯員のうち要介護者の状態等
 所得票：世帯員の所得状況等

（大規模調査・簡易調査共通）
 貯蓄票：世帯の貯蓄状況等

 世帯票・健康票・介護票 ⇒ 厚生労働省 ― 都道府県 ―――― 保健所 ― 指導員 ― 調査員 ― 報告者（世帯）
⎿ 保健所設置市 ⏌

特別区

 所得票・貯蓄票 ⇒ 厚生労働省 ― 都道府県 ―――― 福祉事務所 ― 指導員 ― 調査員 ― 報告者（世帯）
⎿ 市・特別区及び福祉 ⏌

事務所を設置する町村

※１ 令和４年調査については５都府県で先行導入。
※２ 調査員が再三訪問しても不在等で一度も面接できない世帯に限る。

集計事項
及び

結果公表
 各調査票から得られた調査結果（例 世帯票：年次推移、住居の状況、平均世帯・平均有業人員、家計支出の状況等）

⇒ 調査実施翌年の７月頃公表予定（ただし、令和３年調査については９月頃公表予定）

調査の
沿革

調査範囲
及び

報告者数

調査組織

調査時期  世帯票、健康票及び介護票 ⇒ ６月の第１又は第２木曜日 所得票及び貯蓄票 ⇒ ７月の第２又は第３木曜日

郵送回収の場合※２

郵送回収の場合※２

オンライン調査システムによる提出の場合※１

オンライン調査システムによる提出の場合※１
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保健、医療、福祉、年金、所得等国民生活の基礎的事項を調査し、厚生労働省の所掌事務に関する政策の企画及び
立案に必要な基礎資料を得るとともに、各種調査の調査客体を抽出するための親標本を設定する。

調査の目的 ※調査計画（令和３年８月承認）から抜粋



（参考２）調査用品（ I D・パスワードの記載された利用者情報）

世帯に配布するID・パスワードが記載された利用者情報

① IDとパスワード

②回答期限
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（参考３）電子調査票の画面
パソコン版世帯票（左）とスマートフォン版世帯票（右）
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